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は し が き

財政事情が厳しく、また社会保障など公的支出が求められる課題が多い今
日の状況において、どのような仕組みで、どのような考え方に基づいて、資
源配分の決定を行っていくべきかは、重要な課題と言える。政策の目標は妥
当なものなのか、成果を期待できるものなのか、政策決定に当り、エビデン
スに基づきながら、その適否を論じることが求められている。
教育政策に関しても、エビデンスに基づく政策決定の必要性が唱えられ、
例えば、教職員定数を改善し、少人数学級を実現する政策の適否を、科学
的調査研究の知見に基づいて判断することなどが提起されている。また財政
制度審議会においても、毎年、文部科学省の取組に関して、疑問が示されて
いる。例えば、少子化を反映させるべきとして、学校統廃合や教職員定数の
削減が求められる。平成 27年 10月 26日の財政制度分科会の配布資料では、
「教員の数が増えれば、いじめや不登校は 解決できるのか」、「教員の数が増
えれば、学力は向上するのか」、「教員の数が増えれば、教員の多忙は解消さ
れるのか」という疑問が示され、「確かなエビデンスに基づく議論を積み重ね
ていく必要がある」と述べられている。問題となるのは、エビデンスの質で
あり、その適切さであろう。教育は複雑であり、その要因を特定することが
きわめて難しい特質がある。それゆえ、エビデンスを導き出す研究や議論には、
緻密さと慎重さが必要となる。
アメリカでは、経済学などの手法によるエビデンスに基づく議論が活発
であり、日本でも紹介されることが多い。また費用対効果の関心だけでなく、
教育機会均等の観点から、学校財政制度の公正に関する研究、議論も古くか
ら活発に展開されており、効果があるかどうかという点にとどまらず、多面的
に公的支出のあり方が問題にされている。そうした議論は、学校財政制度の
あり方を考える上で非常に示唆的である。
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本書の関心は、どのような制度が望ましいのか、どのような原理に基づき
制度を整備すべきかという学校財政の制度のあり方に加えて、制度の望まし
さ、適切さをどのような観点から、どのように検討していけばよいのか、その
議論のあり方にも向けている。アメリカでは、学校財政制度をめぐって、子
どもの利益の観点から考えるのか、納税者の権利の観点から考えるのか、教
育費の格差を問題にするのか、教育費の水準を問題にするのか、どのような
方法により判断するのか、多様に検討されてきている。またその検討も、裁
判において、議会での制度改革の議論において、研究の場において、さまざ
まな場において展開されている。それは、アメリカにおける学校財政制度が
優れた制度である、また優れた学校教育が実践されているということを必ず
しも意味しているわけではない。より重要なことは、アメリカにおける学校財
政制度の公正化の試みのプロセスやその論点、そして議論の場や仕組みにあ
り、公正化の試みを検討することは、教育政策や制度改革のあり方を考える
上で、示唆に富むものである。
財政支出を伴う政策をめぐる議論は、今後、いっそう厳しくなり、重要性

を増していくものと思われる。本書は、そうした議論に直接に貢献するもの
ではないが、政策や制度のあり方をめぐる議論を少しでも豊かにし、実りあ
るものにする上で何らかの示唆を提供できるところがあればと願っている。
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